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総合相談窓口
生活困窮相談

（自立相談支援事業）

住居確保給付金

やすワーク事業

（就労支援事業）

家計改善支援事業

学習・生活支援事業

専門相談 法律相談

税務相談

行政書士相談

行政相談

消費生活相談

市民相談

令和７年度 市民生活相談課の業務・体制

離職や減収等によって住居を喪失するおそ
れ等のある人を対象に住宅手当を有期で給
付します。
また、離職や減収等による家計改善のため、
家賃の低廉な住宅への転居のための初期費
用を補助します。

市役所内にハローワークを設置し、就労
支援と生活支援を一体的に提供し、就労
を目指します。

子どもの学習機会の場を確保し、生活困
窮状態への予防を兼ねて困窮世帯への生
活支援を行います。

家計再建に向けたきめ細かな相談・支援
等を行います。

多機関の協働
による包括支
援体制構築事
業

直ちに一般就労が難しい人を対象に就労
準備の場を作り社会参加を促します。就労準備支援事業

地域における
生活困窮者支
援等のための
共助の基盤づ
くり事業

＜令和７年度
職員体制＞

・正規職員４名
・消費生活相談員２名
・就労支援員１名
・相談支援員３名
・相談支援包括化推進
員１名（市民協働室）

地域づくり・
アウトリーチ
等を通じた継
続的支援事業

重層的支援体制整備事業

参加支援
事業

委託

社労士相談

4

低所得者世帯への

給付金

地域居住支援事業
居住が不安定な人を対象に居住支援（居
住の安定+生活課題の解決＋自立支援）を
行います。
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野洲市相談件数変遷

多重債務 生活困窮新規相談 消費相談

市民生活相談課

に名称変更
生活困窮者

自立支援法施行

パーソナル・サポート・
サービスモデル事業
スタート

生活困窮者自立促進
支援モデル事業

スタート

コロナで相談急増全国的に架空請求多発
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○ 野洲市くらし支えあい条例に位置付けられた、経済的困窮、地域社会からの孤立その他の生活上の諸課題を 抱える市民を生活困

窮者等として対象にとらえ、条例を効果的に活用し、相談者の発見から支援を効果的に取り組みます。

○ 就労等による社会参加に向けて、生活支援と就労支援を一体的に提供するやすワークの活用を推進します。

生
活
困
窮
状
態
か
ら
の
脱
却

生活困窮者支援事業に関する各事業

令和７年度 野洲市生活困窮者自立相談支援事業について

生
活
困
窮
者
等

事業概要

自立相談支援事業

市
民
生
活
相
談
課

早期把握
公租公課の滞納等
ＳＯＳの発見に活用

学習・生活
支援事業

やす
ワーク

庁内
関係課

社会福祉
協議会

地域
関係機関

法律等
専門家

住居確保
給付金

ハローワーク民間団体

○ 生活困窮状態に至る前段階から早期の支援を行うことにより、生活困窮状態からの早期脱却を図ることができます。
○ 生活困窮者に対し「支援を届ける」ことで、相談支援機能が強化され市民の安全・安心な暮らしを守ることができます。

期待される効果

家計改善
支援事業

就労準備
支援事業

発達支援センター
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地域居住
支援事業
地域居住
支援事業
居住支援法人等



令和７年度 野洲市住居確保給付金事業について

○ 離職者であって就労能力及び就労意欲のある人のうち、住宅を喪失している又は喪失するおそれのある人であって支給要件を満た
す人には家賃費用補助を支給するとともに、住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行います。 また、収入が著しく減少し、家計改
善のため、転居により家賃負担等を軽減する必要がある人であって支給要件を満たす人には家賃の低廉な住宅への転居費用補助を
支給するとともに、家計改善に向けた支援を行います。

事業概要

○ 通常、受給後の職業相談や面接支援は、ハローワークと市役所それぞれに出向いて対応する必要がありますが、やすワークを活用
することで就労支援と生活支援をワンストップに提供することができ、効率的で効果的な支援が行えます。

○家賃補助の支給期間は３か月ごとの更新で自立相談支援機関（野洲市市民生活相談課）が実施する就労支援を受けることで最長９か月
間になる場合があります。

期待される効果

☆家賃補助支給額 ＝ 基準額 ＋ 一月当たりの実際の家賃の額 － 世帯収入額
※支給額は生活保護の住宅扶助額が上限

➢ 支給対象者：離職、廃業等後２年以内もしくは減収により経済困窮した者で、現在住居
がない者、又は、住居を失うおそれのある者

➢ 支給要件：①収入要件：下表「収入基準額」以下
※基準額（市町村民税均等割の非課税限度額の1/12）
②金融資産要件：下表「金融資産額」以下※基準額×６（上限100万円）

③就職活動要件：原則週１回以上の求人先への応募、ハローワークでの月２回以上の
職業相談、自治体での月４回以上の面接支援等

➢ 支給期間（家賃補助）：原則３か月間（就職活動を誠実に行っている場合は（最長９か月まで））
☆転居費用補助支給額

単身世帯：10.5万円/２人世帯：12.6万円/３人世帯：13.8万円（※一般基準による市内転居の場合の支給上限額）
※対象経費は家財の運搬費用、転居先の住宅に係る初期費用（礼金、仲介手数料、保証料、保険料）
※一般基準による支給額の上限は転居先の住宅が所在する市町村の住宅扶助基準に基づく額に３を乗じて得た額

野洲市の住居確保給付金制度の概要

市民生活
相談課

生活困窮者

ハロー
ワーク

住居確保
給付金

自立相談
支援事業

や
す
ワ
ー
ク

社
会
福
祉
協
議
会

（
総
合
支
援
資
金
貸
付）

必要に応じ、
住居入居費

生活費の貸付も！

世帯
人数

基準額
家賃額
(上限額)

収入基準額 金融資産額

1人 7.8万円 3.5万円 11.3万円 46.8万円
2人 11.5万円 4.2万円 15.7万円 69万円
3人 14.1万円 4.6万円 18.7万円 84.6万円
4人 17.5万円 4.6万円 22.1万円 100万円
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家計改善
支援事業



令和７年度 地域居住支援事業について

○ シェルター退所者や現在の住居を失うおそれのある生活困窮者であって、地域社会から孤立した状態にある人、不安定な居住状態

にある人に対し、原則１年を超えない期間にわたり、訪問による必要な情報の提供及び助言、地域社会との交流の促進、住居の確保に

関する援助、自立相談支援事業を行う者その他の関係者との連絡調整その他の日常生活を営むのに必要な支援を行うことにより、地

域における生活困窮者の継続的・安定的な居住の確保を図ります。

事業概要

○シェルター退所者や居住に困難を抱える、地域社会から孤立した状態にある生活困窮者の社会的孤立を防止するとともに、地域にお

いて自立した日常生活を継続できるようになります。

期待される効果

居住条件
の悪化

下記のような
サービスがあ
れば緩和され
る

高齢者
等の要
配慮者
が増加

必要な
住宅が
不足

大家の不安
・家賃滞納
・残置物
・事故物件化

・市営住宅の
空 きは横ば
い

今後

保証人
がいな

い

転居費
用がな

い

福祉施設の負担増

居住支援
が困難

※社会的状況として空き家は増加 傾向

経
済
的
条
件
が
不
安
定

賃
貸
物
件
が
減
少

職員の負担増

居住支援における現在の課題

子育て家庭支援課
地域生活支援室
健康推進課
発達支援センター
地域包括支援センター
社会福祉課
社会福祉協議会
市民生活相談課

(住居確保給付金)
建築住宅課

（すまい相談員）

残置物処（事
故物件対策）

住宅確保
要配慮者

住まいの
確保支援

重
層
的
支
援
会
議
を
通
じ
た
連
携

不動産市場
（ストック）の活
性化

民間
住宅

野洲市における居住支援体制

公営
住宅

施設

高齢が理由で住
宅が借りられない

障がいが理由で住
宅が借りられない

経済的困窮が理
由で住宅が借りら
れない

DV等で緊急の転
居を要するが住宅
が借りられない

保証人が出せな
いため住宅が借り
られない

居
住
支
援
が
必
要

サブリース
（保証人対
策）

家賃保証
（滞納対策）

要配慮者入居者
への見守り支援

重層的支援会議（住宅部会）

居住支援法人（委託）

地域住宅事情
の分析・評価
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令和７年度 家計改善支援事業について

○ 家計改善支援事業は、家計の見える化を進めます。
① 家計収支等に関する課題の評価・分析（アセスメント）し、相談者の状況に応じた支援計画を作成します。
② 生活困窮者の家計の再生に向けたきめの細かい支援を行います。（公的制度の利用支援、家計表の作成等）
③ 多重債務等については、弁護士・司法書士の法律家等の専門家への繋ぎを検討します。
④ 必要に応じて社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付のあっせん等を行います。

○ 市が直営で実施していることから、納付にかかる減免・免除申請、各種手当等の申請等庁内の各種制度等の情報提供をします。
〇 自立相談支援事業と一体的に実施し、より一層の家計改善支援の事業効果が期待されます。

事業概要

○ 家計収支の改善、家計管理能力の向上等により、自立した生活の定着を支援します。
○ 自立相談支援事業と一体的に実施することで、家計改善支援の事業効果が得られます。
〇 就労支援における、必要額の把握などが具体的に行え、具体的な就労支援活動にも役立てられます。

期待される効果
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令和７年度 子どもの学習・生活支援事業について

○ 生活困窮世帯の子どもを取り巻く課題に対し総合的に対応するため、子どもの学習・生活支援事業を実施します。
○ 学習支援を行なう団体（委託）と生活支援を行なう市民生活相談課が一体的に事業を実施し、生活困窮状態からの脱却を図ります。
○ 高校中退防止として本事業の卒業生等に対し居場所等の支援を行います。
○ 本事業が地域の拠点となり、食育支援や学習ボランティアの協力を得て地域の子どもを地域で育てる体制を構築します。

事業概要

○ 教育と一体的に支援を行うことで、子どもから生活困窮世帯へのアプローチが可能となり、生活支援が充実します。
○ 学習機会の保障を行うことで、子どもの学力が向上し、貧困の連鎖防止、予防が行えます。
○ さまざまな職業の大人と触れ合うことで、子どもの進路選択などに幅が広がります。
○ 本事業が地域の拠点となり、地域で地域の子どもを育てる体制が構築されます。

期待される効果

野洲市学習支援事業YaSchool
・目的：生き抜く力を身につける

①子どもたちに対し、貧困連鎖を断ち切ること、貧困に陥ることを防ぐために、
学習習慣を身につけます。

②生活支援を届け生活困窮状態からの脱却を図ります。
③本事業が地域の拠点となり、地域の子どもを地域で育てる体制を構築します。

・対象：市内に在住する中学校１～３年の子どもがいる生活困窮世帯
原則的に、生活保護世帯、児童扶養手当受給世帯

・方法：学習支援に関する経験を有する民間団体に委託し、実施
コミセンを活用し原則週1日夜間に開校

学習支援⇒ＮＰＯ団体
生活支援⇒市民生活相談課

13



令和７年度 就労準備支援事業について

○ 「社会との関わりに不安がある」「他の人とのコミュニケーションがうまくとれない」「ひきこもり状態にある」等、直ちに就労が困難な方

に対し、生活リズムを整える、適切なコミュニケーションを図ることができるようにするなどといった日常生活自立・社会生活自立に関す
る支援を行います。

○ 就労体験の利用の機会の提供等を行いながら、就労自立に関する支援を計画的に行います。また一般就労に向けての支援は、就労

支援事業であるやすワークの機能を活用し連携して提供します。
○ 野洲市社会福祉協議会と連携し、参加支援事業を機能的に活用して相談者に積極的なアウトリーチを行うなど包括的に運用します。

事業概要

○ 自立相談支援事業と就労準備支援事業を連動することで、ひきこもり状態にある相談者へのアプローチが効果的にできます。
○ 発達障がい等が疑われるケースに対し、発達支援センターの資源を活用できることから、適切なアセスメントやその後の障がい福祉

サービス等につなぐことができます。

期待される効果

〇市民生活相談課（自立相談支援機関）と、発達支援センタ
ーが連携し事業を実施
〇発達支援センターに配置する就労準支援員と支援スタッ
フが、発達支援センターの資源を活用して実施

市民生活
相談課

発達支援
センター

事務局 支援実施
連携

利
用
者

就労準備
支援員

支援
スタッフ

農作業 調理実習 市役所の仕事 レクレーション

体験例

相談支援員

陶芸教室

14

実施方法
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アクションプラン事業を活用した
就労支援の庁内連携のイメージ（やすワーク）

ひとり親家庭

＜一次受付＞
市民生活相談課

（生活困窮者支援）

ハローワーク
国・市・労・使で運営

・滋賀労働局
・ハローワーク草津
・連合滋賀
・野洲市商工会
・市関係課など

野洲市
やすワーク

運営協議会

生活困窮者など
借金滞納等でお困りの方

障がい者

生活保護受給者

地域経済振興課、社会福祉課、健康推進課、
地域生活支援室、子育て家庭支援課、
発達支援センター、市民交流センター
人権施策推進課 など

就労支援の関係各課

高齢者
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支援が途切れる

「だれが」「どこに」がわからなくなる

アフターフォローができなくなる

目的

医療

雇用

福祉

保健

教育

非行
矯正
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精神障がい
発達障がい 知的障がい

身体障がい
児童虐待・非行不登校・ひきこもり

（中学校卒業後）
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野洲市
消費生活センター

警察

健康推進課

民生委員
児童委員

障がい福祉課
地域包括支援センター

しないする
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必要な
範囲で

情報共有
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地 域 行 政
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No. 企業・事業者名 No. 企業・事業者名

1 有限会社たちいり 　読売センター野洲 26 野洲市国際協会

2 有限会社北村新聞店 27 親子英語サークル 　「Honey」

3 社会福祉法人野洲市社会福祉協議会 28 ヤマト運輸株式会社 　滋賀主管支社

4 NPO法人篠原シニアネット 29 第一生命保険株式会社 　滋賀支社

5 京滋ヤクルト販売株式会社 30 明治安田生命保険相互会社 　滋賀支社

6 生活協同組合コープしが 31
株式会社ダスキン
クリーン・ケア 　営業本部 　近畿地域本部

7 一般社団法人守山野洲医師会 32 滋賀県司法書士会

8 一般社団法人滋賀県LPガス協会 33 株式会社きずな

9 株式会社平和堂 34 一般社団法人滋賀県財産管理承継センター

10 レーク滋賀農業協同組合 35 特定非営利活動法人ふれあいワーカーズ

11 西日本電信電話株式会社 　滋賀支店 36 滋賀弁護士会

12 株式会社エコシティサービス 37 フードバンクびわ湖

13 滋賀中央信用金庫 38 株式会社セブン-イレブン・ジャパン

14 湖東開発株式会社 39 一般社団法人やす地域共生社会推進協会

15 株式会社滋賀銀行 40 井ノ上新聞舗

16 野洲市老人クラブ連合会 41 ほりで医院

17 日本郵便株式会社 42 京都信用金庫

18 大阪ガス株式会社 43 嚨牛乳店

19 株式会社沙門 　朝日新聞サービスアンカー草津西 44 一般社団法人古民家再生協会滋賀南

20 野洲市商工会 45 関電サービス株式会社滋賀営業所

21
KDDI株式会社
コンシューマ関西支社 　コンシューマ関西営業統括部

46 訪問看護ステーション　和来やす

22 株式会社京都銀行 　守山支店 47 有限会社　ゆうすげ介護

23 株式会社ポーラ 　京都センター 48 エースカーゴ株式会社

24 からだ元気治療院 　心陽守山店 49 関西みらい銀行　野洲支店

25 ピタットハウス野洲店 　株式会社OVO 令和７年４月１日現在



53


